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証券コード　8742
平成26年６月９日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番７号

代表取締役社長 細 金 成 光

第67回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第67回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月26日（木曜日）
午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都墨田区横網一丁目６番１号

ＫＦＣビル（３階　ＫＦＣ　Ｈａｌｌ　Ａｎｎｅｘ）
（国際ファッションセンター）
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください｡ ）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第67期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第67期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
議　　　案 剰余金処分の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.kobayashiyoko.com/）に掲載させていただきます。
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法
令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.kobayashiyoko.com/)に掲載しておりますので、本提供書面には記載
しておりません。
　①連結計算書類の連結注記表
　②計算書類の個別注記表
　なお、本招集ご通知の提供書面に記載しております連結計算書類及び計算書類
は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査をし
た連結計算書類及び計算書類の一部であります。
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株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

（経済環境）

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策及び金融政策の

効果に対する期待感から株価の上昇や円高の是正が進み、企業収益の改善

や個人消費の持ち直し傾向が見られるなど、緩やかな景気回復に向けた兆

しが見られました。一方で、円安による原材料価格の上昇や消費税増税に

伴う消費マインドの低迷、新興国経済の成長鈍化などの下振れリスクによ

る影響が懸念され、依然として先行き不透明な状況で推移しました。

（経営環境）

当社グループの主たる事業である投資・金融サービス業においては、国

際的な安全資産として市場を牽引していた金価格の急落に伴い商いが膨ら

んだ時期もあったものの、全般的に値動きは小さく、商品先物取引の投資

環境の整備が遅れていることや投資マインドの冷え込みから流動性の回復

に時間がかかっている状況のもとで、商品市場から堅調な株式市場へと投

資資金が流失したこともあり、国内商品取引所の総売買高は、48,377千枚

（前連結会計年度比14.0％減）と低調に推移しました。

生活・環境事業においては、自然エネルギーや省エネに対する意識の高

まりを受け、太陽光発電機やＬＥＤ照明の普及が広まっておりますが、廉

価な商品が相次いで発売されるなど、熾烈な商戦が続いております。また、

スポーツ施設提供業においては、例年以上に、猛暑や台風、大雪といった

悪天候の影響を大きく受けましたが、施設へのアクセス強化等の好条件も

あり、売上高を堅調に推移させることができました。
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（業績）

このような事業環境のもと、投資・金融サービス業においては、商品市

況が好転しないなかで、株式会社フジトミの受取手数料が971百万円（前連

結会計年度比9.0％増）と増収になったことにより、当社グループの受取手

数料は1,340百万円（同1.1％増）となりました。また、自己ディーリング

部門は、23百万円の売買損（前連結会計年度は38百万円の売買益）となっ

ております。

生活・環境事業においては、生命保険・損害保険の募集業務に関しまし

ては、ファイナンシャルプランナーとの連携等による顧客層の開拓を進め

るなど、引き続き収益の拡大に努め、募集手数料は78百万円（同13.9％増）

となりました。これ以外の太陽光発電機・ＬＥＤ照明等の売上高68百万円

（同48.5％増）、映像コンテンツ配信業務の売上高58百万円（同9.5％減）

などを加えた、売上高は206百万円（同11.2％増）となっております。

スポーツ施設提供業においては、天候に恵まれず苦戦を強いられる時期

もありましたが、ゴルフ場への交通アクセスが向上したことを追い風に積

極的に営業展開したことが、平日利用客の増加へと繋がり、売上高は414百

万円（同3.5％増）となっております。

これらの事業以外では、販売用不動産の売却が堅調に推移したことに加

え、賃貸用不動産であるビジネスホテルの賃貸料収入が期初から加わった

不動産業の売上高が1,031百万円（同4.7％増）となり、その他の事業を含

めた営業収益は3,078百万円（同0.8％増）、営業総利益は1,767百万円（同

3.6％減）となっております。

一方、不採算子会社の清算により経費負担が軽減したこともあり、営業

費用は2,273百万円（同10.0％減）まで削減されましたが、経常損失412百

万円（前連結会計年度は725百万円の経常損失）となりました。また、投資

有価証券売却益496百万円や投資有価証券清算分配金39百万円などの特別

利益538百万円を計上しましたが、保有不動産の有効活用に伴う固定資産除

却損56百万円などの特別損失58百万円を計上したため、当期純利益は28百

万円（前連結会計年度は797百万円の純損失）となりました。

－ 3 －
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セグメントの業績は、次のとおりであります。

ａ．投資・金融サービス業

　当連結会計年度の投資・金融サービス業の営業収益は1,316百万円（前

連結会計年度比3.6％減）、セグメント損失は260百万円（前連結会計年

度は497百万円のセグメント損失）となりました。

ｂ．生活・環境事業

　当連結会計年度の生活・環境事業の営業収益は206百万円（前連結会計

年度比11.2％増）、セグメント損失は56百万円（前連結会計年度は27百

万円のセグメント損失）となりました。

ｃ．スポーツ施設提供業

　当連結会計年度のスポーツ施設提供業の営業収益は414百万円（前連結

会計年度比3.5％増）、セグメント利益は13百万円（前連結会計年度比

10.0％減）となりました。

ｄ．不動産業

　当連結会計年度の不動産業の営業収益は1,031百万円（前連結会計年度

比4.7％増）、セグメント利益は161百万円（前連結会計年度比10.7％減）

となりました。

ｅ．その他

　当連結会計年度のインターネット広告業などの営業収益は108百万円

（前連結会計年度比5.6％減）、セグメント損失は23百万円（前連結会計

年度は38百万円のセグメント損失）となりました。

－ 4 －
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　　（営業収益の推移）

最近２事業年度における当社グループの営業収益及びその構成比は次の

とおりであります。
（単位：千円）

区 分

第　66　期

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

第　67　期

(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

金 額 構成比 金 額 構成比

投 資 ・ 金 融 サ ー ビ ス 業 ％ ％

受

取

手

数

料

商 品 先 物 取 引 1,303,720 42.7 1,335,594 43.4

外国為替証拠金取引 18,772 0.6 － －

証券取引等（金融商品仲介等） 3,225 0.1 4,522 0.1

小 計 1,325,718 43.4 1,340,116 43.5

売

買

損

益

商 品 先 物 取 引 △12,951 △0.4 △23,699 △0.7

商 品 売 買 6,417 0.2 △64 △0.0

外国為替証拠金取引 △9 △0.0 － －

証 券 取 引 等 45,170 1.5 － －

小 計 38,625 1.3 △23,764 △0.7

そ

の

他

金 融 収 益 1,951 0.1 － －

その他（情報提供報酬等） 529 0.0 647 0.0

小 計 2,480 0.1 647 0.0

合 計 1,366,825 44.8 1,316,999 42.8

生 活 ・ 環 境 事 業

生命保険・損害保険の募集 69,102 2.3 78,737 2.6

太陽光発電機・LED照明等の販売事業 46,284 1.5 68,752 2.2

映像コンテンツ配信業務 64,964 2.1 58,809 1.9

そ の 他 5,749 0.2 621 0.0

合 計 186,101 6.1 206,919 6.7

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 400,248 13.1 414,070 13.5

不 動 産 業 985,243 32.3 1,031,908 33.5

そ の 他 の 事 業 114,953 3.7 108,478 3.5

合 計 3,053,371 100.0 3,078,376 100.0

（注）１．千円未満は、切り捨てて表示しております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は530百万円で、その

主なものは、不動産業の賃貸不動産建設費399百万円、賃貸不動産購入費97

百万円であります。

③　資金調達の状況

当連結会計年度中に、賃貸用マンション建設に係る設備投資資金として、

金融機関より長期借入金として200百万円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況

　該当事項はありません。

－ 6 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第64期

（平成23年３月期）
第65期

（平成24年３月期）
第66期

（平成25年３月期）

第67期
(当連結会計年度)
（平成26年３月期）

営 業 収 益 2,923,488千円 3,312,018千円 3,053,371千円 3,078,376千円

当期純利益または
当期純損失（△）

△1,488,957千円 △921,315千円 △797,442千円 28,834千円

１株当たり当期純利益または
１株当たり当期純損失（△）

△157円65銭 △97円55銭 △84円43銭 3円05銭

総 資 産 18,507,843千円 15,299,861千円 14,581,488千円 14,714,801千円

純 資 産 12,584,427千円 11,456,281千円 10,909,746千円 10,699,024千円

１株当たり純資産 1,152円47銭 1,057円16銭 1,002円96銭 982円34銭

(注）千円未満及び銭未満は、切り捨てて表示しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 フ ジ ト ミ 1,200 53.63

商品先物取引業
生命保険・損害保険の募集
太陽光発電機・ＬＥＤ照明等の販売事業
映像コンテンツ配信業務
不動産賃貸業、宅地建物取引業

株 式 会 社 共 和 ト ラ ス ト 700 100.00 商品先物取引業

株式会社日本ゴルフ倶楽部 90
100.00
(17.64)

ゴルフ場関連事業

株式会社小林洋行コミュニケーションズ 60 100.00
インターネット広告業
コンピュータハードウェア・ソフトウェアの販売

（注）１．百万円未満は、切り捨てて表示しております。
２．当社の議決権比率は小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。また（　）内

は、間接保有割合で内数であります。

－ 7 －
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(4) 対処すべき課題

　当社グループが置かれている経営環境は、厳しい環境が続いていることか

ら、経営資源の最適な配分を図るために、グループ事業の選択・再構築を推

し進めております。このような状況のもと、対処すべき課題は、次のとおり

であります。

《投資・金融サービス業》

　当社グループの営業総利益のうち、投資・金融サービス業による営業収益

が約７割を占めており、商品先物取引の受取手数料が最大の収入源となって

いることから、顧客基盤の拡大が最優先課題となっております。同部門にお

いては、お客様一人ひとりのニーズに応じた投資提案力の強化、セミナー・

情報提供の充実を図り、顧客数や預り資産の増加へと繋げてまいります。

《生活・環境事業》

　保険募集業務においては、ファイナンシャルプランナーとの連携や協業体

制の更なる強化により募集チャネルを拡充し、業容の拡大に努めてまいりま

す。また、太陽光発電機・ＬＥＤ照明等の販売につきましては、今後も成長

する分野と位置付け、積極的に営業展開してまいります。

《不動産業》

　不動産賃貸においては、当社グループの所有不動産を賃貸することで安定

した収益を確保してまいります。また、中長期的な安定収益の確保を目的と

した賃貸物件等の取得、及び短期的な収益の獲得案件にバランス良く投資し

てまいります。

《スポーツ施設提供業》

　当社所有のゴルフ場（ゴールデンクロスカントリークラブ）の利用者の満

足度の向上のため、設備の充実やサービスの拡充に取り組んでまいります。

　これらの既存事業以外にも、継続的に安定した収益が期待できる事業分野

に関しましては、新規参入を含めて検討してまいります。

　株主の皆様には、今後とも一層のご指導とご鞭撻をよろしくお願い申しあ

げます。

－ 8 －
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(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

事 業 部 門 主 な 事 業 内 容

投 資 ・ 金 融 サ ー ビ ス 業 ・商品先物取引業

生 活 ・ 環 境 事 業

・生命保険、損害保険の募集

・太陽光発電機・ＬＥＤ照明等の販売事業

・映像コンテンツ配信業務

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 ・ゴルフ場関連事業

不 動 産 業
・不動産賃貸業

・宅地建物取引業

そ の 他
・インターネット広告業

・コンピュータハードウェア・ソフトウェアの販売

(6) 主要な営業所（平成26年３月31日現在）

①　当社

株 式 会 社 小 林 洋 行 本 社 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番７号

②　子会社

株 式 会 社 フ ジ ト ミ

本 社 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番５号

支 店 大阪支店

営 業 所 保険事業部福岡オフィス

株式会社共和トラスト 本 社 東京都中央区日本橋小舟町12番３号

株式会社日本ゴルフ倶楽部 本 社 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番５号

株式会社小林洋行コミュニケーションズ
本 社 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番７号

営 業 所 京都オフィス

－ 9 －

主要な事業内容、主要な営業所
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(7) 従業員の状況（平成26年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事 業 部 門 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

投資・金融サービス業 97 （7）名 1名増

生 活 ・ 環 境 事 業 14 （1） 3名増

ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業 8（37） －

不 動 産 業 1 （0） －

そ の 他 5 （0） 4名減

全 社 （ 共 通 ） 17 （4） －

合 計 142（49） －

（注）１．従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託・派遣社員、臨時雇用は（　）内に年間
の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部
門に所属しているものであります。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

11（2）名 4（0）名増 45.5歳 21.2年

（注）１．従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託・派遣社員は（　）内に年間の平均人員
を外数で記載しております。

２．従業員数が前事業年度末と比較して４名増加しましたのは、子会社からの転籍による
ものであります。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借　入　先 借　入　額

株式会社りそな銀行 200,000千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

（訴訟）

　当社の連結子会社である株式会社フジトミ及び株式会社共和トラストが受

託した商品先物取引に関して５件の損害賠償請求事件が現在係争中でありま

す。これは、連結子会社２社の不法行為により損害を被ったとして、連結子

会社２社を被告として損害賠償請求を裁判所に提訴したものであり、損害賠

償請求額は、90,504千円であります。これに対して当該２社は、何ら不法行

為は無かったことを主張しております。

　なお、結審に至るまでは相当期間を要するものと思われ、現時点では結果
を予想することは困難であります。

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 27,000,000株

②　発行済株式の総数 10,094,644株

③　株主数 9,745名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 　株 　比 　率

細 金 鉚 生 1,401千株 14.84％

株 式 会 社 東 京 洋 行 1,355 14.35

株 式 会 社 り そ な 銀 行 463 4.90

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 330 3.49

共 和 証 券 株 式 会 社 312 3.30

細 金 英 光 283 3.00

細 金 成 光 282 2.99

ｸﾚﾃﾞｨ・ｽｲｽ・ｾｷｭﾘﾃｨｰｽﾞ（ﾕｰｴｽｴｰ）ｴﾙｴﾙｼｰ
ｴｽﾋﾟｰｼｰｴﾙ.ﾌｫｰ　ｲｰｴｯｸｽｼｰｴﾙ.ﾋﾞｰｲｰｴﾇ

235 2.49

細 　 金 　 千 恵 子 170 1.79

ﾊﾟｰｼﾝｸﾞ　ﾃﾞｨｳﾞｨｼﾞｮﾝ　ｵﾌﾞ　ﾄﾞﾅﾙﾄﾞｿﾝﾗﾌｷﾝ
ｱ ﾝ ﾄ ﾞ　ｼﾞｪﾝﾚｯ ﾄ　ｴｽｲｰｼｰ　ｺｰﾎﾟﾚｲ ｼ ｮ ﾝ

161 1.70

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示し、また、持株比率は小数点第３位以下を切り捨
てて表示しております。

２．当社は、自己株式を650,196株保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま
す。

３．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。

－ 11 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 山 下 英 樹
株式会社共和トラスト代表取締役会長
株式会社日本ゴルフ倶楽部代表取締役社長
株式会社フジトミ社外取締役

代 表 取 締 役 社 長 細 金 成 光 株式会社小林洋行コミュニケーションズ代表取締役社長

常 務 取 締 役 宮 崎 誠 二
経営企画室長
株式会社小林洋行コミュニケーションズ監査役
株式会社日本ゴルフ倶楽部監査役

常 務 取 締 役 大 丸 直 樹 総務部長

常 勤 監 査 役 奥 田 啓 二

監 査 役 霞 　 信 彦
慶應義塾大学法学部教授
オーウイル株式会社社外監査役

監 査 役 加 藤 周 二
株式会社マコト取締役会長
保土谷化学工業株式会社社外取締役

（注）１．平成25年７月１日付で取締役の地位を次のとおり変更しております。
・宮崎誠二氏及び大丸直樹氏は、取締役から常務取締役に就任いたしました。

２．監査役霞　信彦氏及び加藤周二氏は、社外監査役であります。
３．当社は、霞　信彦氏及び加藤周二氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

長藤史郎 平成25年６月27日 辞任
社外監査役
江橋・鈴木法律事務所弁護士

③　取締役及び監査役の報酬等

　　　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 4名 60百万円

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

4
(3)

17
(8)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

8
(3)

77
(8)

（注）１．監査役の報酬等の総額には、平成25年６月27日開催の第66回定時株主総会終結の時を
もって退任した社外監査役１名の在任中の報酬等の額が含まれております。

２．取締役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額360
百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第60回定時株主総会において年額36
百万円以内と決議いただいております。

－ 12 －

会社役員の状況
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④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・監査役霞　信彦氏は、慶應義塾大学法学部教授及びオーウイル株式会

社の社外監査役であります。当社と兼職先との間には特別の関係はあ

りません。

・監査役加藤周二氏は、株式会社マコトの取締役会長及び保土谷化学工

業株式会社の社外取締役であります。当社と兼職先との間には特別の

関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

監査役 霞 　 信 彦

当事業年度に開催された取締役会11回のうち11回に出席し、

また、監査役会９回のうち９回に出席いたしました。長年に

わたり大学・研究機関において、法務の研究に取り組み、そ

の経験を通じて培った高い専門家としての学識・経験に基づ

き、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための

発言を行っております。また、監査役会において、当社のコ

ンプライアンス並びに内部監査について適宜、必要な発言を

行っております。

監査役 加 藤 周 二

平成25年６月27日就任以降、当事業年度に開催された取締役

会９回のうち８回に出席し、また、監査役会６回のうち５回

に出席いたしました。通商産業省（現経済産業省）及び企業

役員としての豊富な経験から、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。また、

監査役会において、当社のコンプライアンス並びに内部監査

について適宜、必要な発言を行っております。

 (注) 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取
締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、監査役霞　信彦氏及び加

藤周二氏とも会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており

ます。

－ 13 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　　至誠監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

18

（注）１．当社の子会社につきましては、株式会社共和トラストは、公認会計士寺山正義氏及び
至誠監査法人が会計監査人となっております。また、株式会社フジトミは、明治監査
法人が会計監査人となっております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要

　当社と至誠監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の

規定を定款第39条に設けておりますが、責任限定契約は締結しておりませ

ん。

－ 14 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、

その他会社の業務の適正を確保するための体制について決議した事項は、次

のとおりであります。

Ⅰ　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）当社及び当社グループの全役職員は、法令並びに社会の構成員として

企業人、社会人に求められる倫理や価値に基づき誠実に行動し、公正適

正な経営を実現する。

（２）取締役会は、取締役会規程によりその適切な運営が確保されている｡ 

取締役会は毎月１回開催することを原則とし、必要に応じて随時開催し

ている。取締役会により取締役間の意思疎通を図り、また、相互に業務

執行を監督するとともに、必要に応じて外部の専門家を起用することで、

法令・定款違反行為の発生を未然に防止する体制を構築している。

　取締役が他の取締役の法令・定款違反行為を発見した場合には、直ち

に監査役及び取締役会に報告し、その是正を図ることとしている。

（３）当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務執行は、監査役会の定

める監査の方針及び分担に従い、監査対象としている。

Ⅱ　業務の適正を確保するための体制

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報は文書または電磁的記録により管理、

保存する体制としている。

②　文書の保存期間その他の管理は文書管理規程に、電磁的記録の保存

その他管理は社内システム管理規程により行う体制としている。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクの管理については、迅速かつ的確に対応すべくリスク管理規程

及び事業継続計画を整備し、事業の継続を確保するための体制を構築し

ている。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するために、原則

として月１回取締役会を開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催

している。

②　会社の業務執行に関わる重要事項は、事前に常務会において検討､ 

審議のうえ取締役会において執行決定を行う体制としている。

③　取締役会の決定に基づく業務執行は、組織規程、業務分掌規程によ

り、責任者及び権限の詳細について定めることとしている。

－ 15 －

業務の適正を確保するための体制
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（４）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

①　コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程及び倫

理綱領を定めている。

②　法令及び社会倫理の遵守並びに内部監査のための体制として社長直

轄の組織となる内部監査室を置き、次の業務を行う。

イ．コンプライアンス体制の整備及び維持のための調査を行う。その

結果に基づき、必要に応じて各担当部署にて規則、ガイドラインの

策定､研修の実施を行う。

ロ．内部監査部門として業務の執行状況が定められた規程その他の基

準に適合しているかどうかを定期的に監査し、結果について社長に

報告するとともに執行部門にも還元し、業務執行の精度向上を図る。

③　取締役は当社における重要な法令違反その他コンプライアンスに関

する重要な事実を発見した場合には直ちに監査役及び取締役会に報告

し、是正を図る体制としている。

④　法令違反その他コンプライアンスに関する事実についての社内報告

体制として、内部監査室を受領者とする社内通報窓口を設け、内部通

報制度に基づいてその運用を行っている。

（５）当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における

業務の適正を確保するための体制

①　グループ会社における業務の適正を確保するため、当社の役員が各

会社役員等として関与し、各会社の業務執行の適正性を確保する体制

としている。

②　子会社の経営意思を尊重しつつ、重要事項は関係会社管理規程に基

づき当社に報告を求める体制としている。また、子会社との定期的な

情報交換の場を設けて、問題意識の共有化並びに対応についての効率

化を確保する体制としている。

（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関

する事項

①　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

取締役会は監査役と協議の上、補助すべき使用人を指名する体制とし

ている。

②　指名された使用人への指揮権は監査役に移譲し、取締役会の指揮命

令は受けないものとする体制としている。

－ 16 －

業務の適正を確保するための体制
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（７）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制、その他の監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

①　監査役は取締役会に出席し、重要な報告を受ける体制としている｡ 

また、稟議書等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使用

人に対して説明を求める体制としている。

②　「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に基づく独立性と権限に

より、監査の実効性を確保する体制としている。

③　内部監査室及び会計監査人と密接な連携を保っており、それぞれの

監査の結果が報告される体制により、自らの監査成果の達成を図る体

制としている。

（８）反社会的勢力排除に向けた体制

①　当社は、役職員が業務を遂行する上での基本原則である倫理綱領に

基づき、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、企業の健全な事業活動

を妨げる反社会的勢力との取引その他一切の関係を遮断し、反社会的

勢力から不当な要求等を受けた場合には、組織全体として毅然とした

態度で対応することとしている。

②　倫理綱領に則り、反社会的勢力排除の統括管理部門である総務部の

主導のもと、研修等の実施を通じて役職員へ周知させ、反社会的勢力

との関係断絶に対する意識の向上に努める。

③　反社会的勢力排除に向け、平素から警察や弁護士等の外部専門機関

との連携を密にして情報交換を行い、迅速に対応できる体制を構築し

ている。

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針については、特に定めておりません。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

委 託 者 未 収 金

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

保 管 有 価 証 券

差 入 保 証 金

委 託 者 先 物 取 引 差 金

預 託 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

7,658,321

3,976,740

7,192

82,647

446,254

28,126

232,925

2,196,974

575,691

10,000

1,282

104,361

△3,876

7,056,480

4,426,152

1,993,703

2,080,538

351,911

146,936

93,333

53,603

2,483,390

1,940,286

281

573,518

△30,695

流 動 負 債 3,214,808

買 掛 金 20,584

1年内返済予定長期借入金 17,000

未 払 法 人 税 等 14,161

預 り 証 拠 金 2,976,749

そ の 他 の 流 動 負 債 186,312

固 定 負 債 751,277

長 期 借 入 金 183,000

繰 延 税 金 負 債 188,223

退 職 給 付 に 係 る 負 債 155,221

長 期 未 払 金 47,391

商 品 取 引 事 故 引 当 金 3,346

そ の 他 の 固 定 負 債 174,094

特 別 法 上 の 準 備 金 49,691

商 品 取 引 責 任 準 備 金 49,691

負 債 合 計 4,015,777

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 8,962,704

資 本 金 2,000,000

資 本 剰 余 金 888,445

利 益 剰 余 金 6,528,619

自 己 株 式 △454,360

その他の包括利益累計額 314,910

その他有価証券評価差額金 314,910

少 数 株 主 持 分 1,421,409

純 資 産 合 計 10,699,024

資 産 合 計 14,714,801 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,714,801

－ 18 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

科          目 金      額

営 業 収 益

受 取 手 数 料 1,418,854

売 買 損 益 △23,764

売 上 高 1,682,018

そ の 他 の 営 業 収 益 1,268 3,078,376

売 上 原 価 1,310,665

営 業 総 利 益 1,767,710

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,273,878 2,273,878

営 業 損 失 506,167

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12,712

受 取 配 当 金 65,214

貸 倒 引 当 金 戻 入 915

そ の 他 17,294 96,137

営 業 外 費 用

支 払 利 息 670

そ の 他 1,895 2,566

経 常 損 失 412,596

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,750

投 資 有 価 証 券 売 却 益 496,395

投 資 有 価 証 券 清 算 分 配 金 39,498

そ の 他 6 538,650

特 別 損 失

商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 800

固 定 資 産 売 却 除 却 損 56,961

そ の 他 986 58,748

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 67,305

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 14,740

法 人 税 等 調 整 額 △254 14,485

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 52,819

少 数 株 主 利 益 23,985

当 期 純 利 益 28,834

－ 19 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成25年４月１日期首残高 2,000,000 888,445 6,523,396 △454,348 8,957,493

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △23,611 △23,611

当 期 純 利 益 28,834 28,834

自 己 株 式 の 取 得 △12 △12

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 5,223 △12 5,210

平成26年３月31日期末残高 2,000,000 888,445 6,528,619 △454,360 8,962,704

その他の包括利益累計額

少 数 株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

平成25年４月１日期首残高 514,922 514,922 1,437,330 10,909,746

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △23,611

当 期 純 利 益 28,834

自 己 株 式 の 取 得 △12

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△200,011 △200,011 △15,921 △215,933

連結会計年度中の変動額合計 △200,011 △200,011 △15,921 △210,722

平成26年３月31日期末残高 314,910 314,910 1,421,409 10,699,024

－ 20 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表

（平成26年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

その他の有形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

2,139,371

1,994,498

6,659

6,257

120,000

11,843

554

△442

6,436,540

3,234,264

1,701,502

1,473,270

59,491

3,202,275

1,203,181

1,949,624

5,150

23,907

20,000

1,187

△775

流 動 負 債 54,048

買 掛 金 6,986

1年以内返済予定長期借入金 17,000

未 払 金 9,334

未 払 費 用 4,106

未 払 法 人 税 等 4,864

そ の 他 の 流 動 負 債 11,755

固 定 負 債 557,528

長 期 借 入 金 183,000

繰 延 税 金 負 債 188,199

退 職 給 付 引 当 金 17,042

そ の 他 の 固 定 負 債 169,287

負 債 合 計 611,577

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 7,624,476

資 本 金 2,000,000

資 本 剰 余 金 887,445

資 本 準 備 金 887,445

利 益 剰 余 金 5,191,391

利 益 準 備 金 360,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 4,831,391

別 途 積 立 金 4,670,000

繰 越 利 益 剰 余 金 161,391

自 己 株 式 △454,360

評 価 ・ 換 算 差 額 等 339,857

その他有価証券評価差額金 339,857

純 資 産 合 計 7,964,333

資 産 合 計 8,575,911 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,575,911

－ 21 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

営 業 収 益

売 上 高 217,451

関 係 会 社 事 務 代 行 収 益 5,000

関 係 会 社 受 取 配 当 金 10,659 233,111

売 上 原 価 145,817

営 業 総 利 益 87,293

営 業 費 用

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 280,766 280,766

営 業 損 失 193,472

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,605

受 取 配 当 金 39,494

貸 倒 引 当 金 戻 入 75

そ の 他 3,514 45,689

営 業 外 費 用

支 払 利 息 670 670

経 常 損 失 148,454

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,750

投 資 有 価 証 券 売 却 益 401,378

投 資 有 価 証 券 清 算 分 配 金 14,738

そ の 他 56 418,924

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 110,000 110,000

税 引 前 当 期 純 利 益 160,470

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,354

当 期 純 利 益 158,115

－ 22 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成25年４月１日期首残高 2,000,000 887,445 887,445 360,000 5,150,000 △453,113 5,056,886 △454,348 7,489,984

事業年度中の変動額

別途積立金の取崩 △480,000 480,000 － －

剰余金の配当 △23,611 △23,611 △23,611

当 期 純 利 益 158,115 158,115 158,115

自己株式の取得 △12 △12

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － △480,000 614,504 134,504 △12 134,492

平成26年３月31日期末残高 2,000,000 887,445 887,445 360,000 4,670,000 161,391 5,191,391 △454,360 7,624,476

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成25年４月１日期首残高 504,428 504,428 7,994,412

事業年度中の変動額

別途積立金の取崩 －

剰余金の配当 △23,611

当 期 純 利 益 158,115

自己株式の取得 △12

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の 変 動 額(純 額 )

△164,571 △164,571 △164,571

事業年度中の変動額合計 △164,571 △164,571 △30,078

平成26年３月31日期末残高 339,857 339,857 7,964,333

－ 23 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

株 式 会 社 小 林 洋 行

取 締 役 会 御 中

至 誠 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 原 　 浩 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 浅 井 清 澄 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社小林洋行の平成25年４月１
日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している｡

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社小林洋行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 24 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月９日

株 式 会 社 小 林 洋 行
取 締 役 会 御 中

至 誠 監 査 法 人

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 吉 原 　 浩 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 浅 井 清 澄 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社小林洋行の平成25年
４月１日から平成26年３月31日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している｡

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上

－ 25 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第67期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等に基づき、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等に基づき、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

会社の業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載さ

れている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情

報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上

の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につい

て検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討

いたしました。

－ 26 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人である至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人である至誠監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成26年５月13日

株式会社小林洋行　監査役会

常 勤 監 査 役 奥 田 啓 二 ㊞

社 外 監 査 役 霞 　 信 彦 ㊞

社 外 監 査 役 加 藤 周 二 ㊞

以　上

－ 27 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

議　　案　　剰余金処分の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、

今後の事業展開のために必要な内部留保の充実及び業績などを総合的に勘案し、

安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

　これらの基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、次のとおりと

させていただきたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金２円50銭といたしたいと存じます。また、こ

の場合の配当総額は23,611,120円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成26年６月30日といたします。

以　上

－ 28 －

剰余金処分議案
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メ　　モ

メモ
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株主総会会場ご案内図

会　場　　東京都墨田区横網一丁目６番１号
ＫＦＣビル（３階　ＫＦＣ Ｈａｌｌ Ａｎｎｅｘ）
（国際ファッションセンター）
電話（03）5610－5801
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○交通
・地下鉄大江戸線……両国駅下車「Ａ１」出入口に直結。
・ＪＲ総武線…………両国駅下車

東口改札より改札出て左折。線路沿い直進し、つき
あたり（清澄通り）を左折。徒歩約７分。
西口改札より両国国技館・江戸東京博物館の間の歩
行者道路（赤レンガ）に沿って徒歩約７分。

地図




